
（ 解 除に伴 う措置 ）

表記の工事について 、発注者 ( 甲 ) と受注者 ( 乙 ) は、各々の対等な立場における合意に基づいて 、次 第 9 条 契約が解除された と きは出来高に応じた額を清算する ものとする 。

の各条項を遵守し 、誠実に契約を履行する ものとする 。 2 乙は、未使用支給材料を甲に返還し 、乙が引き取る物件について 、協議の う え定めた期間内に

（ 工事内容および内容変更 ） その取引 ・ 後片付けなどの処置を行 う 。

第 1 条 工事内容は、甲が乙の受注意思の確認に提示した設計図、仕様書、指示書その他設計図書によ る 3 前項の処置が遅れている と きは、催促しても正当な理由な く なお行われた時は、甲は、代わっ

ものとする 。 ただし 、工事内容に増減ならびに工期の伸縮等の変更が生じた場合は、速やかに変更 てこれを行い 、 その費用を乙に請求する こ とができ る 。

内容を文書によ り取り交わす。 （ 賃 金または物価の変動に基づく請負代金額の変更 ）

（ 請負代金の支払い ） 第10 条 工期内に賃金または物価の変動によ り請負代金額が不適当と な り 、 これを変更する必要がある と

第 2 条 甲は、乙から適法な請求書を受領した時に請負代金の一部または全部を支払 う ものとする 。支払 認められる と きは、甲乙協議して請負代金額を変更する 。

いは、前金払、部分払、出来高払、完成払と し 、注文書および注文請書に記載の通り とする 。 （ 損 害 ）

2 前項の支払いで 、甲に乙の支払いに係わる立替金がある場合には、前金払以外の支払いと相殺 第11 条 工事の完成引き渡し前に工事目的または工事材料について生じた損害は乙の負担とする 。 ただし

する こ とができ る ものとする 。 、 その損害の う ち甲の責に帰すべき事由によ り生じたものについては、甲がこれを負担する 。

3 完成払は、工事完成後速やかに完成届を甲に提出し 、完成検査完了後、工事現場の引き渡しを 2 施工のため第三者に損害を及ぼした と きは、乙がその損害を負担する 。 ただし 、 その損害の う

行ったのち請求する ものとする 。 ち甲の責に帰すべき事由によ り生じたものについては、甲の負担とする 。

（ 権利義務の譲渡および再下請の禁止 ） 3 天災その他不可抗力によって 、工事の出来高部分、現場の工事仮設物、現場搬入済の工事材料

第 3 条 甲および乙は、 この契約締結によって生ずる権利または義務を相手方の書面によ る承諾を得ない または建設機器器具に損害を生じ 、乙が 、遅滞な く甲に通知して確認を受け 、 かつ、乙が善良な管

限り 、他に譲渡し 、 または継承させてはならない 。 理者と しての注意を した と認められる ものは、甲の負担とする 。

2 乙は、 その請け負った工事の全部または一部を再下請に付してはならない 。 （ 契 約 不 適 合 ）

ただし 、甲の承認があった場合はこの限り ではない 。 第12 条 甲は、工事目的物にこの契約の内容に適合しない部分がある と きは、完成検査完了後 1 年間、乙

（ 工事用材料の支給、工事用機材の貸与、 または乙の持込み ） に修補を請求し 、 または修補と と もに損害の賠償を請求する こ とができ る 。

第 4 条 甲から乙に支給する工事用材料ならびに貸与機材は別紙の通り とする 。 なお、乙が工事用材料な 2 前項の不適合が甲の支給した材料の性質または甲の指図に起因して生じたものである と きは、

らびに工事用機材を持ち込むに場合は、甲の検査を受ける ものと し 、検査の合格品については、 こ その責を負わない。 ただし 、乙がその材料または甲の指図が不適当である こ と を知り ながら甲に申

れを第三者に売却し 、貸与し 、 または担保の目的に供する こ とはできない 。 し出なかった と きはこの限り ではない。

ただし 、甲の承認があった場合はこの限り ではない 。 （ 書 面主義 ）

（ 通知等の義務 ） 第13 条 この契約に基づく通知、指示、承諾、請求は原則と して書面によ り行 う 。

第 5 条 甲または乙は工事の施工に関し 、次の事項を互いに通知しなければならない 。 （ 契 約の疑義 ）

①現場責任者の職 ・ 氏名 ・ 取得資格、連絡先 第14 条 本契約履行に際し疑義が生じた場合は、甲乙協議して定める ものとする 。

②再下請を行 う場合、 その社名、代表者名、住所、取得資格、連絡先等 （ 紛 争の解決 ）

③その他、工事の施工に関し重要と認められる事項 第15 条 この契約について 、紛争を生じた と きは先ず甲乙間で誠意を もって解決に努める ものと し 、甲乙

（ 安全 ・ 衛生の確保 ） 間で解決できえなかった と きは、建設業法によ る建設工事紛争審査会の斡旋、調停または仲裁によ

第 6 条 乙は、施工にあた り事業者と して工事従事者の災害防止はも と よ り第三者の生命、身体または財 り解決する ものとする 。

産に損害を与えないよ う に自ら作業基準を確立し 、万全を期する ものとする 。 （ 誓 約 ）

2 労働者災害補償保険の取扱いについては、労働基準法、労働保険の保険料の徴収等に関する法 第16 条 乙は、乙の役員等または主な株主および主要な取引先等が 、暴力団、暴力団関係企業、総会屋、

律等の定めによ る ものとする 。 社会運動標ぼ う ゴロ 、政治活動標ぼ う ゴロ 、特殊知能暴力団その他反社会的勢力と認められる企業

（ 甲の解除権 ） 、組織および個人等 （ 以下、反社会的勢力といいます。 ） と直接または間接の関係を一切有してい

第 7 条 甲は、乙が次の各号の一に該当する と きは、契約を解除する こ とができ る 。 ないこ と を誓約する 。

①正当な理由な く 、着手期日を過ぎても工事に着手しないと き 。 2 乙は、乙または乙の下請負者 （ 下請負が数次にわたる と きはその全てを含む。 ） が反社会的勢

②工期内または期限後相当の期間内に工事を完成する見込みがないと認められる と き 。 力によ る不当要求行為または工事妨害 （ 以下、不当介入といいます。 ） を受けた場合には、断固と

③その他、 この契約に違反し 、 その違反によって契約の目的を達する こ とができないと認められる と してこれを拒否させる と と もに 、不当介入があった時点で速やかに甲にこれを報告し 、甲の捜査機

き 。 関への通報および発注者への報告に必要な協力を行 う 。

④建設業の許可を取り消され、 または営業の停止を命ぜられた と き 。 3 乙が上記について違反した場合および乙が自ら または第三者を利用して 、甲または甲の関係者

⑤次条各号の一に該当する理由がないのにこの契約の解除を申し出た と き 。 に対し 、詐術、暴力的行為ないし脅迫的言辞その他不適当行為を行った場合には、契約の解除およ

（ 乙の解除権 ） び損害賠償など甲が行 う一切の措置について異議を申し立てない 。

第 8 条 乙は、次の各号の一に該当する事由がある と きは、契約を解除する こ とができ る 。

①甲が工事内容を変更し 、若し く は一時中止し 、 または打ち切った と きで原契約の請負代金の 2

分の 1 以上減少した と き 。

②甲が工事内容を変更し 、若し く は一時中止し 、 または打ち切った と きで工事の中止期間が原契

約の工期の 2 分の 1 に達した と き 。

③甲がこの契約に違反し 、 その違反によって工事を完成する こ とが不可能になった と き 。

④甲の責に帰すべき事由によ り工事を完成する こ とが困難と なった と き 。
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